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１．平成30年３月期第１四半期の連結業績（平成29年４月１日～平成29年６月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 税引前四半期純利益 
当社に帰属する 
四半期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30年３月期第１四半期 2,809,782 3.4 491,597 0.9 496,233 11.2 271,472 11.4 

29年３月期第１四半期 2,716,739 0.4 487,395 35.9 446,107 21.4 243,628 26.1 

(注)当社に帰属する四半期包括利益 30年３月期第１四半期 278,685 百万円 (81.0%)  29年３月期第１四半期 153,977 百万円 (△9.2%) 

基本的１株当たり 
当社に帰属する 
四半期純利益 

希薄化後１株当たり 
当社に帰属する 
四半期純利益 

円 銭 円 銭 

30年３月期第１四半期 135.24 －

29年３月期第１四半期 116.73 －

（２）連結財政状態

総資産 
資本合計 

（純資産） 
株主資本 株主資本比率 

１株当たり 
株主資本 

百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭 

30年３月期第１四半期 21,216,993 11,637,394 9,162,335 43.2 4,566.41 

29年３月期 21,250,325 11,507,756 9,052,479 42.6 4,491.73 

２．配当の状況 

年間配当金 
第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
29年３月期 － 60.00 － 60.00 120.00 
30年３月期 － 

30年３月期（予想） 75.00 － 75.00 150.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 

（％表示は、対前期増減率）

営業収益 営業利益 税引前当期純利益 
当社に帰属 

する当期純利益 

基本的１株当たり 
当社に帰属 

する当期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 11,750,000 3.2 1,590,000 3.3 1,580,000 3.4 830,000 3.7 414.00 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－ 

 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用： 無

 

（３）会計方針の変更 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有 

② ①以外の会計方針の変更       ：有 

詳細は、添付資料２ページ「１．サマリー情報（注記事項）に関する事項」をご覧ください。 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年３月期１Ｑ 2,096,394,470 株 29年３月期 2,096,394,470 株 

②  期末自己株式数 30年３月期１Ｑ 89,930,196 株 29年３月期 81,026,959 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 30年３月期１Ｑ 2,007,361,528 株 29年３月期１Ｑ 2,087,053,427 株 

 
※  四半期決算短信は四半期レビューの対象外です 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想ご利用にあたっての注意事項等については、添付資料８ページをご覧ください。 

 当社は、平成29年８月４日（金）に機関投資家・アナリスト向けに決算説明会を開催いたします。その模様及び説

明内容については、当日使用する資料とともに、開催後速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。 
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１．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

該当事項はありません。

 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更

繰延税金の貸借対照表上の分類 

平成27年11月20日、FASBはASU2015-17「繰延税金の貸借対照表上の分類」を公表しました。当該基準は、連結貸

借対照表において全ての繰延税金資産及び負債を非流動項目として分類することを要求しております。NTTグループ

は、当該基準を平成29年４月１日より将来に向かって適用しており、過年度の期間について遡及的な修正は実施し

ておりません。 

 

子会社の決算期変更 

一部の連結子会社は、平成29年４月１日より、決算期を12月31日または１月31日から３月31日へ変更しておりま

す。これにより当社は、四半期連結財務諸表における当社と当該連結子会社の間にある３ヶ月間または２ヶ月間の

会計期間の差異を解消しました。当該会計期間の差異の解消は、会計方針の変更に該当しますが、前連結会計年度

の連結財務諸表及び前第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に対して重要な影響を与えないため、遡及的

な修正は実施しておりません。この決算期変更に伴い、当連結会計年度の期首時点における利益剰余金、その他の

包括利益（△損失）累計額及び非支配持分をそれぞれ909百万円、484百万円及び1,180百万円調整しております。 
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２．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)
 

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)
増 減（△）

資産の部      

流動資産      

現預金及び現金同等物 925,213 961,325 36,112

短期投資 63,844 87,035 23,191

受取手形及び売掛金 2,699,708 2,391,458 △308,250

貸倒引当金 △48,626 △50,305 △1,679

未収入金 505,145 576,483 71,338

棚卸資産 365,379 404,368 38,989

前払費用及びその他の流動資産 573,170 687,395 114,225

繰延税金資産 228,590 － △228,590

流動資産合計 5,312,423 5,057,759 △254,664

有形固定資産      

電気通信機械設備 11,046,115 11,014,159 △31,956

電気通信線路設備 16,064,732 16,102,470 37,738

建物及び構築物 6,147,869 6,191,397 43,528

機械、工具及び備品 2,032,389 2,078,270 45,881

土地 1,292,685 1,292,943 258

建設仮勘定 421,819 452,510 30,691

小計 37,005,609 37,131,749 126,140

減価償却累計額 △27,286,588 △27,406,862 △120,274

有形固定資産合計 9,719,021 9,724,887 5,866

投資及びその他の資産      

関連会社投資 484,596 487,890 3,294

市場性のある有価証券及びその他の

投資
495,290 499,208 3,918

営業権 1,314,645 1,317,887 3,242

ソフトウェア 1,209,485 1,205,638 △3,847

その他の無形資産 453,918 445,215 △8,703

その他の資産 1,492,076 1,508,162 16,086

繰延税金資産 768,871 970,347 201,476

投資及びその他の資産合計 6,218,881 6,434,347 215,466

資産合計 21,250,325 21,216,993 △33,332
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(単位：百万円)

 

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)
増 減（△）

負債及び資本の部      

流動負債      

短期借入金 227,207 256,899 29,692

１年以内の返済予定長期借入債務 681,904 783,976 102,072

買掛金 1,612,996 1,157,395 △455,601

短期リース債務 14,430 13,563 △867

未払人件費 443,308 390,344 △52,964

未払法人税等 239,755 121,175 △118,580

未払消費税等 75,083 98,445 23,362

前受金 324,342 354,604 30,262

預り金 66,518 379,847 313,329

その他の流動負債 445,850 404,292 △41,558

流動負債合計 4,131,393 3,960,540 △170,853

固定負債      

長期借入債務 3,168,478 3,186,397 17,919

長期リース債務 25,568 23,323 △2,245

未払退職年金費用 1,599,381 1,611,421 12,040

ポイントプログラム引当金 103,047 89,425 △13,622

繰延税金負債 166,751 152,404 △14,347

その他の固定負債 497,132 502,281 5,149

固定負債合計 5,560,357 5,565,251 4,894

償還可能非支配持分 50,819 53,808 2,989

資本      

株主資本      

資本金 937,950 937,950 －

資本剰余金 2,862,035 2,856,019 △6,016

利益剰余金 5,626,155 5,777,614 151,459

その他の包括利益（△損失）累

積額
1,562 9,259 7,697

自己株式 △375,223 △418,507 △43,284

株主資本合計 9,052,479 9,162,335 109,856

非支配持分 2,455,277 2,475,059 19,782

資本合計 11,507,756 11,637,394 129,638

負債及び資本合計 21,250,325 21,216,993 △33,332

 

日本電信電話株式会社（9432）　平成30年３月期　第１四半期決算短信

－ 4 －



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

【四半期連結損益計算書】 

 【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
 

 
前第１四半期連結累計期間
（平成28年４月１日から

平成28年６月30日まで）

当第１四半期連結累計期間
（平成29年４月１日から

平成29年６月30日まで）
増 減(△)

営業収益      

固定音声関連収入 311,770 290,200 △21,570

移動音声関連収入 212,977 228,736 15,759

IP系・パケット通信収入 948,049 949,165 1,116

通信端末機器販売収入 186,716 173,417 △13,299

システムインテグレーション収入 688,310 782,506 94,196

その他の営業収入 368,917 385,758 16,841

営業収益合計 2,716,739 2,809,782 93,043

営業費用      

サービス原価

（以下に個別掲記する科目を除く）
547,254 554,873 7,619

通信端末機器原価

（以下に個別掲記する科目を除く）
175,266 184,529 9,263

システムインテグレーション原価

（以下に個別掲記する科目を除く）
501,733 561,091 59,358

減価償却費 359,198 332,278 △26,920

減損損失 379 － △379

販売費及び一般管理費 645,514 685,414 39,900

営業費用合計 2,229,344 2,318,185 88,841

営業利益 487,395 491,597 4,202

営業外損益      

支払利息、社債発行差金償却及び社債発行費 △10,006 △8,329 1,677

受取利息 4,332 4,577 245

その他、純額 △35,614 8,388 44,002

営業外損益合計 △41,288 4,636 45,924

税引前四半期純利益 446,107 496,233 50,126

法人税等 138,925 152,398 13,473

当年度分 129,311 156,776 27,465

繰延税額 9,614 △4,378 △13,992

持分法による投資利益（△損失）調整前利益 307,182 343,835 36,653

持分法による投資利益（△損失） 4,613 3,571 △1,042

四半期純利益 311,795 347,406 35,611

控除：非支配持分に帰属する四半期純利益 68,167 75,934 7,767

当社に帰属する四半期純利益 243,628 271,472 27,844

１株当たり情報：      

期中平均発行済株式数（自己株式を除く）

（株）
2,087,053,427 2,007,361,528  

当社に帰属する四半期純利益（円） 116.73 135.24  
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【四半期連結包括利益計算書】

  【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
（平成28年４月１日から
平成28年６月30日まで）

当第１四半期連結累計期間
（平成29年４月１日から
平成29年６月30日まで）

増 減（△）

四半期純利益 311,795 347,406 35,611

その他の包括利益（△損失）      

未実現有価証券評価損益 △14,702 4,123 18,825

未実現デリバティブ評価損益 3,378 2,665 △713

外貨換算調整額 △100,780 1,782 102,562

年金債務調整額 2,576 2,093 △483

その他の包括利益（△損失）合計 △109,528 10,663 120,191

四半期包括利益（△損失）合計 202,267 358,069 155,802

控除：非支配持分に帰属する四半期包括利益 48,290 79,384 31,094

当社に帰属する四半期包括利益（△損失）合計 153,977 278,685 124,708
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（３）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

 

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

① 配当に関する事項

当第１四半期連結累計期間の配当金支払額は以下のとおりであります。

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年
６月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 120,922 60

平成29年

３月31日

平成29年

６月28日

 

② 自己株式に関する事項

平成28年12月12日、当社の取締役会は、平成28年12月13日から平成29年６月30日にかけて、発行済普通株式総数

3,300万株、取得総額1,500億円を上限に自己株式を取得することを決議し、平成28年12月から平成29年３月にかけて

21,693,800株を106,763百万円で取得しております。また、平成29年４月に8,893,400株を43,235百万円で取得し、当該

決議に基づく自己株式の取得を終了しております。 

 

（５）後発事象

該当事項はありません。 
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≪予想の前提条件その他の関連する事項≫ 

本資料に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する記述は、現在当社の経営陣が入手している情

報に基づいて行った判断・評価・事実認識・方針の策定等に基づいてなされもしくは算定されていま

す。また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想及びその記述を行うために不可欠

となる一定の前提（仮定）を用いてなされもしくは算定したものです。

将来の予測及び将来の見通しに関する記述に本質的に内在する不確定性・不確実性及び今後の事業

運営や内外の経済、証券市場その他の状況変化等による変動可能性に照らし、現実の業績の数値、結

果、パフォーマンス及び成果は、本資料に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する記述と異なる

可能性があります。
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